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令和４年度事業報告（総括） 

（令和４年４月１日～令和５年３月 31 日）  
 

JRO は、2007 年 7 月の設立から 15 年を経過した。JRO が設立された 2007 年の海外の

日本食レストランは、約 24,000 店であったが、2021 年には約 159,000 店へと飛躍し、

農林水産物・食品の輸出額も約 4,000 億円から 2022 年には 1 兆 4,148 億円と 3.5 倍以上

に増えている。  

令和４年度は日本国内でウィズコロナ政策による行動制限の緩和が進み、経済活動や社

会活動に回復の兆しが見えた。しかしながら、ようやく出口が見えたところに第７波、第

８波が到来し本格的な需要回復には至らなかった。同時に、長期化するロシア・ウクライ

ナ情勢に起因した原材料・エネルギーコストや急激な円安進行に伴う物価の上昇、人件費

の上昇等で国内外の日本食レストラン、外食産業は厳しい経営環境が続いた。  

訪日外国人数は、6 月からの観光目的の入国再受け入れ再開や水際措置の緩和以後回復

し、381 万まで回復した。  

JRO は、設立当初より、海外の日本食レストランのサポートや外食企業の海外展開を通

じて、日本の農林水産物・食品の輸出を推進するため、生産者団体や食品メーカー、食品

流通企業、レストラン、各国のレストラン協会、料理学校等、関連産業や関連組織と連携

して事業を実施してきた。また、海外において日本料理人の確保とレベルの向上を図るた

め、各国の料理学校における日本料理コースの開設・充実を支援する事で、調理レベルの

高い日本料理人の育成を図っている。  

 

令和４年度は、主に次の事業を実施した。  

 

１．日本の農林水産物・食品の輸出拡大と日本食文化の普及を目的として、国内外にお

いてレベルの高い外国人の日本料理人の育成を行なった。特に、海外においては、

アジア等の料理学校において、日本の調理師専門学校と連携し、日本料理コースの

質の向上と日本料理に携わる外国人料理人の調理レベルの高い人材育成のため、

「日本料理の調理技能認定制度」について広く PR した。  

 

 

２．より高品質な日本食を提供するために、店舗におけるコロナ感染症対策と共に生

食を扱う日本料理特有な衛生管理や調理技術の知識を深めるため、各国衛生当

局、大学研究機関等の協力を得て、セミナーの実施や日本食レストラン関係者と

の組織化・連携を強化した。  

 

 

３．英・仏をはじめ欧州では、寿司やラーメンに続いて、日本のアニメや訪日の体験

などを通じて日本のカレーが認知されつつある。現地で定着しつつあるインドカ

レーやタイカレーに続いて、日本のカレーを消費者の日常食としての機会とし、

また、日本のメーカーのカレールゥの輸出促進を図る目的から、全日本カレー工

業協同組合（カレー組合）等の関係団体と連携して商談会、フェアを実施した。 
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令和４年度事業報告 

（平成４年４月１日～令和５年３月 31 日）  
 

Ⅰ  令和４年度事業の概要  

１  特定非営利活動法人日本食レストラン海外普及推進機構（JRO）について  

 NPO 法人  日本食レストラン海外普及推進機構（JRO：Organization to Promote 

Japanese Restaurants Abroad）は、農林水産省の「海外日本食レストラン推奨有識者

会議」において提言された「日本食レストラン推奨計画」 (平成 19 年 3 月 )の内容を

具体的に推進することを目的とし、平成 19 年 7 月に設立、同年 12 月 14 日付けで内

閣府より NPO 法人としての認証を受け、同年 12 月 28 日に NPO 法人として成立した。  

 

  

２  事業の推進体制について  

本事業を円滑かつ適切に推進するため、当機構内の理事会の他に、組織・企画委員

会、海外市場開拓委員会、情報・教育委員会の専門委員会を設置し、各委員長の下で

事業を検討し実施した。  

 

 

３  JRO マークの商標登録及び管理  

日本及び海外における活動がスムーズとなるよう、各国において JRO の文字商標と

JRO マークの商標を登録し、保護と管理を行っている。現在、WIPO（世界知的所有権

機関）加盟国及び今後日本食市場の発展が見込まれる国・地域へ登録し管理している。  

 

 

４  事業内容について  

海外では日本食イベントやセミナーを実施し、日本食と日本産食材の普及・啓発を

図った。農林水産省が制定した「海外における日本料理の調理技能認定に関するガイ

ドライン」に基づき、 JRO は運用・管理団体として、日本食市場の拡大に向けた日本

料理の調理技術講習（バンコク、上海、高雄、香港）を実施し、本認定制度の普及・

PR に努めた。特に、バンコクでは、日本産食材を取扱うディストリビューターやメー

カー等の協力を得て、外食業界向けの日本食材・食品を積極的に紹介し、日本産食材

の輸出促進を図った。また、英・仏をはじめ欧州においては、日本のカレーを一般消

費者の食の機会とし、また、日本のカレールゥの輸出促進を図るため、欧州の主要都

市のレストラン及び関連業界を通じたＰＲ・販促活動を実施した。  
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Ⅱ  令和４年度の活動記録（令和４年４月１日～令和５年３月 31 日）  

 １  通常総会  

日   程：令和４年６月 24 日（金）  

場   所：  浜松町コンベンションホール  

議   事：議長の大河原理事長の進行により、下記審議事項について承認を得た。  

①  令和３年度事業報告  

②  令和３年度収支決算  

③  令和４年度事業計画  

④  令和４年度収支予算  

※  社員総数  ８２名のうち、５１名（表決委任者 13 名）が議決権を行使。  

  
 

JRO 理事長  大河原  毅   通常総会の様子  

 

  

 

JRO 理事  中野  勘治              JRO 理事  服部  幸雄  

（海外市場開拓委員長）            （情報･教育委員長）  
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２  記念講演会  

2 年以上続くコロナ禍の中で、国内の外食産業と農業は大きな打撃を受けたが、一方

で農林水産物・食品の輸出額は  2021 年に１兆円を突破した。当日は、外食産業及び国

内農業が両輪となって、どのように海外で市場を創っていくのかを課題としてパネルデ

イカッションを行った。  

 

≪テーマ≫日本食レストランの海外展開と日本産食材・食品の輸出について  

司会  公益社団法人日本農業法人協会  専務理事  紺野  和成  氏  

 

≪パネリスト≫  

  株式会社ビースマイルプロジェクト  代表取締役社長  桑原  豊  氏   

株式会社まいすたぁ  代表取締役（ (公社 )日本農業法人協会  副会長）  齋藤  一志  氏  

株式会社プレナス  米づくり事業推進室  室長  佐々木  哲也  氏   

≪コーディネーター≫  

一般社団法人アグリフューチャージャパン  理事長  合瀬  宏毅  氏  
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３  日本料理の調理技能認定  

  ア）海外における認定活動  

（１）ニューヨークにおける日本料理調理技能認定  

■認定団体  The Culinary Institute of America 

■認定内容  ブロンズ  

■認定日   令和 4 年 4 月 13 日 

■認定者   Japanese Cuisine コース終了生 7 名 

  

 

（２）香港における日本料理調理技能認定  

■認定団体  International Culinary Institute(ICI) 

■認定日   令和 4 年 7 月 18 日、8 月 24 日 

■認定内容  ブロンズ  

■認定者   Japanese Cuisine コース終了生 12 名 

 

（３）高雄における日本料理調理技能認定 

■認定団体  国立高雄餐旅大学  

■認定日   令和5年1月7日 

■認定内容  ブロンズ  

■認定者   日本料理クラス終了生 6名 

■認定式  

   ・開会挨拶  国立高雄餐旅大学  応用日本語学科主任  黄 女玲  氏 

   ・認定候補者の調理技能実技試験  

   国立高雄餐旅大学  日本料理専任講師   鎌倉 聡 氏 

   国立高雄餐旅大学  日本料理非常勤講師  楊 培仕  氏 
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（４）上海における日本料理調理技能認定  

■認定団体  上海市中華職業学校  

■認定日   令和 5 年 2 月 10 日 

■認定内容  ブロンズ  

■認定者  日本料理学科卒業生 38 名 
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（５）ポルトガルにおける日本料理調理技能認定  

■認定団体  東京すし和食調理専門学校  

   （Associação de Cozinheiros Profissionais de Portugal） 

■認定日   令和 5 年 2 月 16 日 

■認定内容  ブロンズ  

■認定者   日本料理上級コース終了生 8 名 

  

 

イ）国内における認定活動  

（１）服部栄養専門学校における日本料理調理技能認定  

■認定日   令和 5 年 3 月 13 日 

■認定内容   シルバー  

■認定者   調理師本科卒業者 10 名 
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（２）東京すし和食調理専門学校における日本料理調理技能認定  

■認定日   令和5年3月16日 

■認定内容  シルバー  

■認定者   和食料理人コース/すし職人コース 21名 

  

 

ウ）日本料理の調理技能認定制度講習会・PR 事業等  

（１）  バンコク日本料理講習会 

■日 程  令和 4 年 9 月 24 日 13：30～16：00 

■場 所  The Food School 

         BLOCK 28, 986 Soi Chula 7, Wang Mai, Pathumwan, Bangkok 

■参加者  51 人 

■内 容  開会・開催主旨について     JRO 事務局  

祝辞・来賓挨拶  

在タイ日本国大使館 次席公使    大場 雄一 氏 

「タイにおける日本食市場について」  

JETRO バンコク事務所  農林水産・食品部  部長 谷口 裕基 氏 

日本料理の調理技術デモンストレーション  

The Food School 

 TSUJI Japanese Cuisine Instructors  渡貫 卓也 氏 

㈱辻料理教育研究所 代表取締役社長   中村 和雄 氏 

日本産食材紹介  

JFC THAILAND / 神戸屋食品工業 / EBISU FOODS /  

DAISHO Thailand / FOOD PROJECT / ITO EN Thailand /  

YAMASA ASIA OCEANIA / UCC UESHIMA COFFEE / YAMAMORI TRADING 
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（２）上海日本料理講習会 

■日 程  令和 5 年 2 月 10 日 13：00～17：00 

■場 所  上海中華職業学校  

上海市打浦路 303 弄 16 号 

■参加者  50 人 

■内 容  開会・開催主旨について    JRO 事務局 

挨拶 上海中華職業学校 副校長   周 何華  氏 

 

調理実演（オンライン講習）  

「日本料理に求められる教育と調理技能認定 (ブロンズ)に必要な調理

技術～出汁のひき方、お椀、魚のおろし方など～」  

       服部栄養専門学校 日本料理教授    西澤 辰男 氏 

 

調理実演「お造り、煮物、寿司（握り、ちらし、手毬）、天ぷら」  

上海中華職業学校 日本料理学科学科長   金井 三郎 氏 上

海中華職業学校 日本料理学科講師   張 斌 氏 
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（３）高雄日本料理講習会  

■日 時  令和 5 年 3 月 2 日 9：00～13：00 

■場 所  国立台湾高雄餐旅大学  

       台湾高雄市小港区松和路１号  

■参加者  81 名 

■内 容  開会・開催主旨について     JRO 事務局  

「日本料理の調理技能認定制度について」  

  国立高雄餐旅大学 応用日本語学科副教授  黄 女玲  氏 

 調理実演「日本料理に求められる教育と調理技能認定 (ブロンズ )に必

要な調理技術」  

  国立高雄餐旅大学 日本料理専任講師   鎌倉 聡 氏 

■実演内容  

■テーマ：「台湾の漁獲における和食の技法の応用」  

(和食の技法) 

①  「昆布とかつおを使った出汁の取り方」  

②  「大型魚のさばき方」  

③  「魚の焼き方」  

④  「味噌と塩麹の使い方」  

⑤  「出汁と醤油を使ったご飯の炊き方」  

①  お吸い物、ハタの葛打ち  

②  タチウオの麹漬けの焼き物  

③  スズキの炊き込み御飯と味噌汁  

 

  

         国立高雄餐旅大学 鎌倉聡講師による調理実演  
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（４）香港日本料理講習会  

■日 時  令和 5 年 3 月 3 日 14:30～16:30  

■場 所  International Culinary Institute(ICI) 

1/F VTC Pokfulam Complex, 145 Pokfulam Road, Hong Kong 

■参加者  50 名 

■内 容  開会・開催主旨について     JRO 事務局  

開会挨拶  

       香港日本食品及料理業協会  会長  デニス ウー 氏 

「日本料理に求められる教育と調理技能認定 (ブロンズ)に必要な調

理技術～出汁のひき方、お椀、魚のおろし方 (お造り)、寿司、天ぷら

～」 

       服部栄養専門学校 日本料理教授    西澤 辰男 氏 

 

  
服部学園 西澤辰男教授によるオンラインの日本料理講習 

 

   
服部学園 西澤辰男教授による調理デモによるレシピの提案  
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（５）日本料理の調理技能認定検討会 

日本料理の調理技能認定制度に関する取組みを推進するため、有識者による検討

会を実施した。  

■開催日時 令和5年3月13日 15:00～16:30 

■開催場所 日本フードサービス協会  会議室 

■委  員 ㈻服部学園 理事長     服部 幸應 

東京すし和食調理専門学校  学校長    渡辺  勝  氏  

日本総合医療専門学校 (日本調理アカデミー ) 校長  齋藤  貴司  氏  

上海中華職業学校  日本料理学科 教授   金井  三郎  氏  

台湾国立高雄餐旅大学応用日本語学科  副教授  黄  女玲  氏  

㈱人形町今半  総務部     竹田  卓  氏  

㈱美濃吉 横浜ランドマークプラザ店  支配人  毛塚  雅勝  氏  

㈱京樽 管理本部営業支援部  部長    小林  進一  氏  

サントリーホールディングス㈱  CSR推進部 部長 小林 章浩 氏 

      

               

■概要   ①日本料理の調理技能認定制度における認定活動状況について  

②令和4年度の日本料理の調理技能認定に関する実施内容について  

③今後の日本料理の調理技能認定制度の取り組み等について  
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  エ）今年度の認定状況について 

（１）認定団体  

認定団体として認定している団体は、平成 28～令和4年度の7年間で7団体（国内3

団体、海外4団体）となっている。引き続き複数地域において日本料理のカリキュ

ラムを持つ料理学校と認定に向けた話し合いを続けている。  

 

 企業・団体名  認定日  

1 The Culinary Institute of America 2016年12月7日 

2 学校法人 服部学園 服部栄養専門学校  2017年2月28日 

3 職業訓練法人  東京都調理職業訓練協会  2017年2月28日 

4 中华职业学校  2017年3月10日 

5 International Culinary Institute 2017年12月11日 

6 東京すし和食調理専門学校  2018年3月13日 

7 国立台湾高雄餐旅大学  2019年10月1日 

 

（２）認定者 

 令和 4 年度については、102 名を認定した。JRO が平成 28 年 4 月～令和 5 年 3 月

まで行った累計の認定者は、830 名（シルバー369 名、ブロンズ 461 名）に上る。 

今後は、各国の料理学校等のネットワークを拡充し、認定団体及び認定者の裾野の

拡大を図ることとする。  

 



 

16 

     ＜認定者一覧＞ 
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 ４  日本産食材サポーター店認定  

  （１）現在の認定状況について  

現在、認定団体として認定している企業・団体は３団体となっている。本制度に

ついては、参加店のメリットをどの様に提供するかという点や、現地の食品卸間と

協力して進めていく必要がある。  

  

企業・団体名 国 認定日

1 味珍味（香港）有限公司 香港 2017年4月14日
2 PT. MASUYA GRAHA TRIKENCANA インドネシア 2017年4月14日
3 上海詩可文化伝播有限公司 中国 2019年3月31日  

 

  （２）認定店  

平成 28 年４月～令和４年３月までの認定店は、112 店（飲食店 112 店、小売店

0 店）となっている。  
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 ５  フェア・キャンペーンについて  

欧州における「日本カレー」市場の創出と日本産カレールゥ等の輸出拡大を図るため、

全日本カレー工業協同組合に協力して、以下の地域で事業を実施した。  

 

・欧州におけるカレーメニューのＰＲ・販促  

  英・仏をはじめ欧州では、寿司やラーメンに続いて、日本のアニメや訪日の体験など

を通じて日本のカレーが認知されつつある。現地で定着しつつあるインドカレーやタ

イカレーに続いて、日本のカレーを消費者の日常食としての機会とし、また、日本の

メーカーのカレールゥの輸出促進を図るため、欧州の主要都市のレストラン及び関連

業界を通じたＰＲ・販促活動を実施する。  

・日本食・食文化としての発信  

  欧州の主要都市では日本のカレーに対する認知度が向上されつつ一方で、欧州の地方

都市では日本カレーを取り扱うレストランや小売店が少なく、また、学校給食におい

ても日本のカレーを体験する機会がない。このことから、欧州の主要都市以外での日

本のカレー市場の裾野を拡げ、消費者の体験を増やすため、日本におけるカレーの食

文化の講習やセミナーなどを通じて、日本カレーの普及促進を図る。  

 

（１）ロンドン  カレーフェア  

【日  程】  2022 年 7 月 9 日（土）～29 日（金）  

【会  場】  ロンドン市内の日本食レストラン等（46 店舗）  

【概  要】 ロンドン市内の日本食レストランや惣菜店等が参加し、カレーメニュー

や商品を販売するフェアを開催。カレー販売店舗を増やして販路を拡大

すると共に、フェア参加店情報をホームページや  SNS で  PR し、スタン

プラリーを開催する等、日本カレーの魅力の発信と各店舗への集客増を

図った。  
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（２）パリ  カレーサミット  

【日  程】  2022 年 7 月 9 日（土）  

【会  場】  Novotel Tour Eiffel 大ホール  

【概  要】 日本カレーについて、英国とフランスにおける市場性やメニュー展開等

についてテーマとするカレーサミットを開催。日本からは、カレーの歴

史や食文化、カレーの効能やカレーメニューの発展等について情報提供

し、今後の英国とフランスにおける日本カレーの市場拡大の可能性につ

いて議論した。  

  

基調講演（井上岳久カレー総合研究所所長）    パネルディスカッション  

 

（３）パリ JAPAN EXPO 

【日 程】 2022 年 7 月 14 日（木）～ 17 日（日）  

【会 場】 パリ・ノールヴィルパント展示会場  

【概 要】 欧州最大規模の日本文化イベント「 JAPAN EXPO 2022」において「日本

カレー」の調理方法についてデモンストレーションし、カレールゥ等の

日本産の商品を紹介した。また、試食を 1,200 食提供し、若い世代へ「日

本カレー」の認知度向上を図った。 

  
       出展ブース             日本のカレーの調理デモンストレーション  
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（４）パリ  カレーフェア  

【日  程】  2022 年 10 月 9 日（月）～31 日（木）  

【会  場】  パリ市内外の日本食レストラン等（97 店舗）  

【概  要】  パリ市内外の日本食レストランやフレンチレストラン等が参加し、カレーメニュー

や商品を販売するフェアを開催。日本カレーのメニュー化に向けたセミナーを開

催して販売店舗を増やし、フェア参加店情報をホームページや  SNS で  PR し、

スタンプラリーを開催した他、フェア参加店が日替わりで毎日異なるオリジナルカ

レーを提供する POP UP レストランを設ける等、日本カレーの魅力の発信と各店

舗への集客増を図った。  

             

              日本のカレーの調理デモ                   ベジタブルカレー  

 

（５）ドルドブルターニュ・モンペリエ  学校給食カレー導入支援  

【日  程】  2022 年 10 月 5 日（水）  ドルドブルターニュ  バージス農業学校  

2022 年 11 月 25 日（金）  モンペリエ  ヌヴェール高校  

【概  要】  日本産食材の流通が少ないフランスの地方都市において、学校給食へのカレ

ーメニューの導入に向けてレシピやカレールゥ等を提供した。また学生に対して、

日本のカレーの紹介や食文化に関する講演、調理実習等を実施し、日本カレ

ーに対する関心や知識を高めた  

  
学生に対する日本の食文化やカレーに関する講義と調理デモ  
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（６）ベルリン  カレー市場調査  

【日  程】  2022 年 10 月 10 日（月）  

【会  場】  Cookeria  

【概  要】  ベルリンの日本食レストラン関係者に対して、日本カレーのメニュー開発につ

いて調理デモンストレーションを行ない、日本カレーの市場性や日本産のカレー

ルゥ等について情報提供した。また、レストラン向けのカレーメニューの提案に

より、飲食店における日本カレーのメニュー採用における課題や可能性につい

て調査した。  

  

             会場の様子              シェフによる調理デモ  

 

（７）ストラスブール  カレーメニュー開発セミナー  

【日  程】  2022 年 11 月 14 日（月）  

【会  場】  Kitchen Aptitude 

【概  要】  日本カレーのフランス地方都市への広がりを促進するため、ストラスブールの

日本食レストラン関係者を対象に、店舗向けの日本カレーメニュー開発に向け

たセミナーを開催した。調理デモンストレーションと試食を通じて、日本カレーの

ストラスブールの飲食店における普及を推進した。  
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（８）ニース  カレーメニュー開発セミナー  

【日  程】  2022 年 11 月 14 日（月）  

【会  場】  Le Méridien Nice 

【概  要】  日本カレーのフランス地方都市への広がりを促進するため、ニースの日本食レ

ストラン関係者を対象に、店舗向けの日本カレーメニュー開発に向けたセミナー

を開催した。調理デモンストレーションと試食を通じて、日本カレーのニースの飲

食店における普及を推進した。  
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（９）デュッセルドルフ  カレー市場調査  

【日  程】  2022 年 11 月 28 日（月）  

【会  場】  Kochschule Düsseldorf Sven Strenger GmbH 

【概  要】  デュッセルドルフの日本食レストラン関係者に対して、日本カレーのメニュー開

発について調理デモンストレーションを行ない、日本カレーの市場性や日本産のカレール

ゥ等について情報提供した。また、レストラン向けのカレーメニューの提案により、飲食店

における日本カレーのメニュー採用における課題や可能性について調査した。  

 

   
 全日本カレー工業協同組合                 会場の様子  

     小形博行理事長による開会挨拶  

 （エスビー食品㈱代表取締役会長）  
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（１０）ミラノ  カレー市場調査  

【日  程】  2022 年 11 月 30 日（水）  

【会  場】  JETRO ミラノ事務所会議室  

【概  要】  ミラノの日本食レストラン関係者に対して、日本カレーの普及や市場性につい

て意見交換を行なった。また、レストランにおける日本カレーのメニュー採用に

向けた課題や可能性について調査した。  

  

 

（１１）エディンバラ  カレーメニュー開発セミナー  

【日  程】  2023 年 2 月 6 日（月）  

【会  場】  Edinburgh Newtown Cooking School  

【概  要】  日本カレーの英国地方都市への広がりを促進するため、エディンバラ、グラス

ゴーの日本食レストラン関係者を対象に、店舗向けの日本カレーメニュー開発

に向けたセミナーを開催した。調理デモンストレーションと試食を通じて、日本カ

レーのスコットランドの飲食店における普及を推進した。  
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（１２）欧州カレー市場戦略検討会  

【日  程】  2023 年 3 月 10 日（月）  

【会  場】  JF センター会議室    

【プログラム】  

開会・主催者挨拶  

  全日本カレー工業協同組合  運営委員長         中島  康介  氏  

〇事例発表  株式会社壱番屋  海外企画部  部長          畠中  理聡  氏  

〇事例発表  株式会社トリドールホールディングス  

 海外事業本部海外マーケティン部  部長        フィオレラ  薫  氏  

〇事例発表  エスビー食品株式会社  広報・ＩＲ室長             中島  康介  氏  

          エスビー食品株式会社  海外ビジネスユニット          岩崎  浩三  氏  

〇欧州カレー事業の実施事業について  

    NPO 法人日本食レストラン海外普及推進機構  欧州事務局      江原  健  氏  

〇質疑応答及び会場との意見交換  

 

（１３）ニューヨーク日本食レストラン協会（NYJRA）の活動  

①  焼酎フェアの実施  

米国における酒類の販売免許は「ビールおよびワインライセンス（ソフトリカーライセン

ス）」と「一般ライセンス（ハードリカーライセンス）」の大きく２つに分かれている。これまで

日本の焼酎はアルコール度数 24％以下でも、蒸留酒に適用される高額なライセンス料の

ハードリカーライセンスでの販売しかできず、日本の焼酎の販路拡大の障壁となっていた。   

一方、日本の焼酎と同じ蒸留酒である韓国のソジュは、2002 年に制定された  ABC 法

の特例条項により、飲食店などで例外的にライセンス料の安いソフトリカーライセンスで販

売できるようになっている。  NYJRA は、日本の焼酎も韓国のソジュと同様にソフトリカーラ

イセンス扱いにするべきと、ニューヨーク州議会議員などに対するロビー活動を積極的に

展開し、ニューヨーク州議会において ABC 法改正案が可決、７月１日より施行された。現

在、日本の焼酎はソフトリカーとして販売されるようになり、このことを踏まえて、NYJRA は、

日本の焼酎をテーマとしたフェアを実施した。  

【日  程】  2023 年１月 30 日～3 月 10 日  

【参加店】  ニューヨーク市内レストラン２５店舗  

 ○様々な焼酎を参加各店で販売する他、焼酎に合わせた特別メニューも展開  

 ○焼酎フェア参加店について、ホームページ等で発信  

 

➁ ロビーイング活動  

 寿司グローブ撤廃などに関する署名運動ほか  
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６  理事会             

（１）第 45 回 理事会 

■日時  令和４年４月 18 日 16:00～18:00  

■場所  ＪＦセンター会議室  

   ■内容  （１）会員の入会状況  

（２）令和３年度事業報告と令和４年度事業計画について  

（３）令和３年度収支決算と令和４年度収支予算について  

（４）その他  

 

（２）第 46 回 理事会 

■日時  令和４年 6 月 24 日 14:15～14:45 

■場所  ＪＦセンター会議室  

■内容  (1)令和３年度事業報告と令和４年度事業計画について  

(2)令和３年度収支決算と令和４年度収支予算について  

(3)役員一部交代について   
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Ⅲ  庶務事項  

 １  役員の状況（令和５年３月現在）  

理 事 長 大河原  毅 株式会社デルソーレ  代表取締役 CEO 

副理事長   田 沼 千 秋 株式会社グリーンハウス  代表取締役社長  

常務理事  石 井  滋 一般社団法人日本フードサービス協会  常務理事  

理 事 荒 川  隆 一般財団法人食品産業センター  理事長  

理 事 粟 田 貴 也 株式会社トリドールホールディングス  代表取締役社長兼 CEO 

理 事 上 原 征 彦  公益財団法人流通経済研究所  名誉会長  

理 事 浦 上 聖 子 公益財団法人浦上食品・食文化振興財団  理事長  

理 事 合 瀬 宏 毅 一般社団法人アグリフューチャージャパン  代表理事理事長･校長理事  

理 事 大 島  晃 SHOKUWA 代表取締役  

理 事 笠 原 政 利 株式会社横浜ファーム  代表取締役  

理 事 後 藤 克 治 株式会社ハチバン  代表取締役会長  

理 事 紺 野 和 成 公益社団法人日本農業法人協会  専務理事  

理 事 正 井 義 照 日本スープ協会  会長  

理 事 佐 竹 力 総 全国料理業生活衛生同業組合連合会  相談役  

理 事 谷 口 一 郎  一般社団法人日本厨房工業会  会長  

理 事 田 村 清 敏 一般社団法人日本フードサービス協会  理事・事務局長  

理 事 中 野 勘 治 食品産業文化振興会  会長  

理 事 服 部 幸 應 学校法人服部学園  理事長  

理 事 本 庄 周 介 株式会社伊藤園  代表取締役副社長  

理 事 三村優美 子 青山学院大学  名誉教授  

理 事 山 口 重 幸 北海道漁業協同組合連合会  代表理事常務  

監 事 丸 山  暁 ホシザキ株式会社  取締役  

監 事 榎 本 隆 治  株式会社イクタツ  代表取締役社長  
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 ２  事業運営組織  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３  海外支部ネットワークと連携する関係団体  

  （１）海外支部ネットワーク（26 地域）  

＜ア ジ ア＞  ソウル、北京、上海、台北、香港、バンコク、ホーチミン、  

 シンガポール、ジャカルタ、ヤンゴン、クアラルンプール、

マニラ、プノンペン  

＜ヨーロッパ＞  モスクワ、アムステルダム、ロンドン、パリ、  

デュッセルドルフ、スイス、ローマ・ミラノ  

＜北アメリカ＞  ロサンゼルス、サンフランシスコ、ニューヨーク、  

トロント  

＜南アメリカ＞  サンパウロ  

＜オセアニア＞  シドニー   

組織・企画  委員会  海外市場開拓委員会  情報・教育  委員会  

総  会  

理事会  監  事  顧  問  

JRO 海外支部ネットワーク  
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  （２）海外支部ネットワーク関係団体  

各支部ネットワークは、現地レストラン協会との関係を深め連携して事

業を実施し、日本食レストランの PR や日本産食材・食品の魅力を広くアピ

ールし、日本食レストランの地位向上と日本食市場の拡大を目指している。 

既に関係を構築している各国・地域のレストラン協会は、以下の通りで

ある。  

 国・地域・都市   レストラン協会  

ソウル  Korea Foodservice Industry Association 

北京  中国烹饪协会/中国飯店協会  

上海  上海市烹饪协会  

台北  Taiwan Chain Stores and Franchise Association  

 中華美食交流協会  

香港  Hong Kong Federation of Restaurants & Related Trades 

バンコク  Thai Restaurant Association 

シンガポール  Restaurant Association of Singapore 

ミャンマー  Myammer Restaurant Association 

ジャカルタ  Indonesia Hotel and Restaurant Association  

シドニー  Restaurant and Catering Australia 

モスクワ  HORECA Russia / Chefs Guild of Russia 

アムステルダム  HORECA Nederland 

トロント  Japanese Restaurant Association of Canada 

米国  National Restaurant Association 

ニューヨーク  New York Stats Restaurant Association 

サンフランシスコ  Golden Gate Restaurant Association 

ロサンゼルス  California Restaurant Association 

 

 

 


